
鳥取県地域医療介護総合確保基金事業補助金交付要綱（新旧対照表） 

 

第１ 鳥取県地域医療介護総合確保基金事業補助金交付要綱（平成２７年１月５日付第２０１４００１４３６６９号鳥取県福祉保健部長通知）の一部を次のとおり改正する。 

改正後 改正前 

第１条～第３条 略 

 

（交付の条件） 

第３条の２ １～３ 略 

４ （削除） 

 

 

 

 

 

第４条～第１５条 略 

 

別表（第３条、第４条、第５条、第８条、第１１条関係） 

1 2 3 4 5 6 ７ ８ ９ 

 

事

業

分

類 

 

補助事

業 

事業実施

主体 

補助対象経

費 

基準

額 

補

助

率 

重要な変更 

申請

添付

書類 

実績添付書

類 

略 医療情

報ネット

ワーク整

備事業 

略 鳥取県地域

医療連携ネッ

トワーク（おし

どりネット）構

築に係る次の

経費（更新に

係る費用につ

いては、事業

の目的が、ネ

ットワークの機

能の追加や

見直しであり、

それらを実現

県が

必要と

認め

た額 

（ただ

し、維

持に

係る経

費に

つい

ては、

令和２

年度

略 略 略 様式第１号 

様式第２―

１号 

様式第３号 

契約書の写

し 

ネットワーク

設計図 

検収書の写

し 

支払を証明

する書類 

第１条～第３条 略 

 

（交付の条件） 

第３条の２ １～３ 略 

４ 補助事業のうちICTを活用した医療連携体制構築のための電子カルテシステム整備促

進事業にあっては、補助事業者は当該補助事業の完了した年度の翌年度末までに鳥取県

地域医療連携ネットワーク（おしどりネット）に相互参照機関として参加しなかった場合には、

当該補助事業に係る補助金の全額を県へ返還しなければならない。ただし、やむを得ない

事由があると知事が認める場合はこの限りでない。 

 

第４条～第１５条 略 

 

別表（第３条、第４条、第５条、第８条、第１１条関係） 

1 2 3 4 5 6 ７ ８ ９ 

事

業

分

類 

補助事

業 

事業

実施

主体 

補助対象経

費 

基準

額 

補

助

率 

重要な変更 

申

請

添

付

書

類 

実績添

付書類 

略 略 略 鳥取県地域

医療連携ネッ

トワーク（おし

どりネット）構

築に係る次の

経費（更新に

係る費用につ

いては、事業

の目的が、ネ

ットワークの機

能の追加や

見直しであり、

それらを実現

県が

必要

と認

めた

額 

（た

だ

し、

維持

に係

る経

費に

つい

略 略 略 様式第１

号 

様式第２

―１号 

様式第３

号 

契約書

の写し 

ネットワ

ーク設

計図 

検収書

の写し 



するための手

段としてサー

バーの更新も

含まれる場合

に限る） 

・データセンタ

ーにおけるサ

ーバー等の構

築費 

・各医療機関

における開示

用サーバーの

構築費 

・各医療機関

における情報

連携用の SS-

MIX サーバー

の構築費 

・回線の構築

費 

・セキュリティ

対策構築費 

・機能拡充の

ための改修に

係る経費 

鳥取県地域

医療連携ネッ

トワーク（おし

どりネット）維

持に係る次の

経費（ただし、

ネットワークの

会費収入によ

る自立的な運

営を実現する

ための、会費

収入の増加

事業

にあっ

ては

８，４４

６千

円、令

和３年

度事

業に

あって

は４，

２２３

千円と

する） 

するための手

段としてサー

バーの更新も

含まれる場合

に限る） 

・データセンタ

ーにおけるサ

ーバー等の構

築費 

・各医療機関

における開示

用サーバーの

構築費 

・各医療機関

における情報

連携用の SS-

MIX サーバー

の構築費 

・回線の構築

費 

・セキュリティ

対策構築費 

鳥取県地域

医療連携ネッ

トワーク（おし

どりネット）維

持に係る次の

経費（ただし、

ネットワークの

会費収入によ

る自立的な運

営を実現する

ための、会費

収入の増加

や支出の削

減に係る具体

的な改善計画

て

は、

令和

２年

度事

業に

あっ

ては

８，４

４６

千

円、

令和

３年

度事

業に

あっ

ては

４，２

２３

千円

とす

る） 

支払を

証明す

る書類 



や支出の削

減に係る具体

的な改善計画

がある場合に

限る） 

・データセンタ

ーにおけるサ

ーバー等の保

守料 

・各医療機関

における開示

用サーバーの

保守料 

・各医療機関

における情報

連携用の SS-

MIX サーバー

の保守料 

・回線の保守

料 

略 略 略 略 略 略 様式第１号 

様式第２―

１号 

様式第３号 

契約書の写

し 

ネットワーク

設計図 

検収書の写

し 

支払を証明

する書類 

 

 

 

 

略 

がある場合に

限る） 

・データセンタ

ーにおけるサ

ーバー等の保

守料 

・各医療機関

における開示

用サーバーの

保守料 

・各医療機関

における情報

連携用の SS-

MIX サーバー

の保守料 

・回線の保守

料 

 

 

 

略 略 略 略 略 略 様式第１

号 

様式第２

―１号 

様式第３

号 

契約書

の写し 

ネットワ

ーク設

計図 

検収書

の写し 

支払を

証明す

る書類 

略 



略 地域医

療支援

病院・が

ん診療

連携拠

点病院

等の患

者に対

する歯

科保健

医療推

進事業 

略 略 略 略 ・補助対象経費

の増額又は２割

を超える減額 

・設備の用途が

変わる変更 

・設備の機能が

同等未満のもの

への変更 

 

 

 

略 略 

略 

略 訪問看

護ステ

ーション

のサテラ

イト設置

事業 

略 略 略 略 ・補助対象経費

の増額又は２割

を超える減額 

  

略 在宅医

療普及

啓発事

業 

病院、有

床診療

所、その

他在宅医

療の普及

啓発に寄

与すると

県が認め

た者鳥取

市立病院 

略 略 略 略 略 略 

略 

（削除） 

 

 

 

略 在宅医

療推進

事業 

略 略 略 略 ・補助対象経費

の増額又は２割

を超える減額 

略 略 

略 略 略 略 略 略 ・補助対象経

費の増額又は

２割を超える

減額 

・設備の用途

が変わる変更 

・設備の機能

が同等未満の

ものへの変更 

 

 

 

略 略 

略 

略 略 略 略 略 略 ・補助対象経

費の増額又は

２割を超える

減額 

 

 

略 略 

略 略 鳥取

市立

病院 

 

 

 

 

 

 

 

略 略 略 略 略 略 

略 

略 在宅歯

科診療

設備整

備事業 

略 略 略 略 略 略 略 

略 略 略 略 略 略 ・補助対象経

費の増額又は

２割を超える

略 略 



（施設整備関

係） 

・２割を超える減

額 

・建物の規模、

構造又は用途

（ただし、機能を

著しく変更しな

い軽微な変更を

除く。）並びに

建物の設置場

所の変更（ただ

し、設置予定敷

地内における設

置場所の変更

で機能を著しく

変更しない軽微

な変更を除く。） 

（設備整備関

係） 

・設備の用途が

変わる変更 

・設備の機能が

同等未満のもの

への変更 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

略 

減額 

（施設整備関

係） 

・建物の規

模、構造又は

用途（ただし、

機能を著しく

変更しない軽

微な変更を除

く。）並びに建

物の設置場

所の変更（た

だし、設置予

定敷地内に

おける設置場

所の変更で機

能を著しく変

更しない軽微

な変更を除

く。） 

（設備整備関

係） 

・設備の用途

が変わる変更 

・設備の機能

が同等未満の

ものへの変更 

略 在宅医

療（薬

科）の研

修充実

に向け

たシステ

ム整備

等事業 

 

略 略 略 略 略 略 略 

略 



略 女性医

師就業

環境整

備事業 

略 略 略 略 ・補助対象経費

の増額又は２割

を超える減額 

（施設整備関

係） 

・２割を超える減

額 

・建物の規模、

構造又は用途

（ただし、機能を

著しく変更しな

い軽微な変更を

除く。）並びに

建物の設置場

所の変更（ただ

し、設置予定敷

地内における設

置場所の変更

で機能を著しく

変更しない軽微

な変更を除く。） 

（設備整備関

係） 

・設備の用途が

変わる変更 

・設備の機能が

同等未満のもの

への変更 

略 略 

略 

略 新人看

護職員

研修事

業 

新人看護

職員を採

用した病

院、診療

所、介護

老人保健

施設、指

定訪問看

略 略 略 略 略 略 

略 略 略 略 略 略 ・補助対象経

費の増額又は

２割を超える

減額 

・設備の用途

が変わる変更 

・設備の機能

が同等未満の

ものへの変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

略 略 

略 

略 略 新人

看護

職員

を採

用した

病院、

診療

所、介

略 略 略 略 略 略 



護ステー

ション、介

護老人福

祉施設 

 

 

 

 

 

略 

（削除） 

 

 

 

略 

略 看護師

の特定

行為研

修受講

補助事

業 

略 略 看護

職員１

人当

たり（１

人に

つき１

回限

り） 

旅費２

００千 

旅費

を除く

補助

対象

経費

の合

計５５

０千円 

略 略 略 略 

略 

略 看護教

育教材

整備事

略 看護職員の

養成に必要な

図書・教材の

略 略 ・補助対象経費

の増額又は２割

を超える減額 

略 略 

護老

人保

健施

設、指

定訪

問看

護ステ

ーショ

ン 

略 

略 認定看

護師養

成研修

事業 

略 略 略 略 略 略 略 

略 

略 略 略 略 看護

職員

１人

当た

り 

旅費

２００

千 

旅費

を除

く補

助対

象経

費の

合計

５５０

千円 

 

略 略 略 略 

略 

略 略 略 看護職員の

養成に必要な

図書・教材の

略 略 ・補助対象経

費の増額又は

２割を超える

略 略 



業 整備に係る備

品購入費（図

書は「看護師

等養成所の

運営に関する

指導ガイドラ

イン」別表 7～

10 に該当す

るものに限る。

備品は取得

価格が 10 万

円以上である

ものに限る。） 

・設備の用途が

変わる変更 

・設備の機能が

同等未満のもの

への変更 

略 看護師

等養成

所施設・

設備整

備事業

（設備整

備） 

略 略 略 略 ・補助対象経費

の増額又は２割

を超える減額 

・設備の用途が

変わる変更 

・設備の機能が

同等未満のもの

への変更 

 

略 略 

（削除） 

 

 

 

略 

略 看護職

員実習

指導者

養成支

援事業 

略 略 略 略 略 略 略 

（削除） 

 

 

 

 

整備に係る備

品購入費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

減額 

・設備の用途

が変わる変更 

・設備の機能

が同等未満の

ものへの変更 

略 略 略 略 略 略 ・補助対象経

費の増額又は

２割を超える

減額 

・設備の用途

が変わる変更 

・設備の機能

が同等未満の

ものへの変更 

略 略 

略 看護師

宿舎施

設整備

事業 

略 略 略 略 略 略 略 

略 

略 実習指

導者養

成支援

事業 

 

略 略 略 略 略 略 略 

略 歯科技

工士養

成所施

設・設備

整備事

略 略 略 略 略 略 略 



 

略 周産期

医療に

関わる

専門的

スタッフ

の養成

事業 

略 総合周産期

母子医療セン

ター及びＮＩＣ

Ｕにおける医

師、看護師の

負担を軽減

し、専門的ス

タッフの養成

を行うために

配置する、入

院患者の家

族支援を行う

臨床心理士

又は公認心

理師１名に係

る人件費 

略 略 略 略 略 

（削除） 

 

 

 

 

略 

（削除） 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

略 

③

医

療

鳥取大

学医学

部附属

鳥取大学

医学部附

属病院 

鳥取大学医

学部附属病

院の「腎セン

県が

必要と

認め

１

／

２ 

・補助対象経費

の増額 

様式

第１号 

様式

様式第１号 

様式第２－

５７号 

業 

略 略 略 総合周産期

母子医療セン

ター及びＮＩＣ

Ｕにおける医

師、看護師の

負担を軽減

し、専門的ス

タッフの養成

を行うために

配置する、入

院患者の家

族支援を行う

臨床心理士１

名に係る人件

費 

 

略 略 略 略 略 

略 医師等

環境改

善事業

（ＩＣＴ等

活用） 

略 略 略 略 略 略 略 

略 

略 病院内

保育所

施設整

備事業 

略 略 略 略 略 略 略 

略 共同利

用型保

育施設

設備整

備・運営

事業 

略 略 略 略 略 略 略 

略 

（新設） 

 

 



 

 

従

事

者

の

確

保 

病院腎

センター

支援事

業 

ター」の体制

整備のために

配置する医師

の人件費 

た額 第２－

５７号 

様式

第３号 

給与

規定

等の

人件

費が

明記さ

れた

書類 

様式第３号 

支出額の根

拠となる書

類 

略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

略 
 

 
第２ 様式第１号（１）、第２－５１号及び第２－５３号を別添のとおり改正する。また、様式第２－５７号を追加する。 
 

附 則 
 
１ この要綱は、令和４年５月１７日から施行し、令和４年度の補助事業から適用する。 
 
２ 令和４年４月１日から施行日の前日までの日に補助事業者が着手した事業のうち、別表に掲げる事業については、本要綱に基づき実施したものとみなす。 


